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削除義務が生じる場合の明確化について①

１．規定

プロ責法において、削除義務が生じる場合については規定されていない（※）

（※） 風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律 ３１条の８第５項

「その自動公衆送信装置の全部又は一部を映像伝達用設備として映像送信型性風俗特殊営業を営む者に提供している当該児童公衆送信装置
の設置者（略）は、その児童公衆送信装置の記録媒体に映像送信型性風俗特殊営業を営む者がわいせつな映像又は児童ポルノ画像（略）を記録
したことを知ったときは、当該映像の送信を防止するため必要な措置を講ずるよう努めなければならない。」

２．立法時の見解

インターネット上の情報流通の適正確保に関する研究会－報告書－（平成１２年１２月）

サービス・プロバイダ等による適切な対応を促すための最も直接的な方法は、どのような場合に情報
の削除等をするべきなのか（作為義務）を、法律により規定することにより、必要とされる対応を明
確化することである。

しかし、具体的に個々の情報が権利利益を侵害するものであるか否かの判断は裁判所で行われるべ
きものであり、また、現状では、判例の積重ねが少ないことから、そのような規定を設けることは困
難である。
また、個別の情報が権利利益を侵害するものであるか否かにかかわらず、一律、当該情報の削除等

をするか否かのルールを定めることも考えられるが、表現の自由の保護又は被害者救済の確保のいず
れかの面において妥当性を欠くこととなりかねないという問題がある。



削除義務が生じる場合の明確化について②

プロバイダ責任制限法ガイドライン等検討協議会会長代理桑子博行氏（第３回プロバイダ責任制限法検証WGにお
けるヒアリング）

権利侵害の実態はさまざまであり、今後とも新たなケース等も想定されるので、法律で明確化することには無理
があると考える。したがって、ガイドラインにもとづく自主的な取組を推進すべき。

一般社団法人ユニオン・デ・ファブリカン（第２回プロバイダ責任制限法検証WGにおけるヒアリング）

現在、条理上の削除義務を否定する大手ＩＳＰ（略）は存在していないと理解できる状況であるし、第３条は削除
しなかった場合の免責条件を定めているので（これを充たさない限りＩＳＰは損害賠償義務を負うことになり）ＩＳＰ
の削除義務を裏から法的に規定しているものと捉えられ、これを否定する考え方も主流でないと理解している
（略）。従って、具体的問題は発生していないが、今後中小のもしくは商標権侵害問題に不案内なＩＳＰとの交渉
が拡大する可能性を鑑みると削除義務の明文化が望ましいとも考える。

但し、以下の懸念を有している。大手ＩＳＰ（略）は、条理に照らした上で自らの判断を基に自主的に削除義務が
あると判断し削除を行ってくれていると捉えている。即ち、ＩＳＰとして必然と考えているインターネットの世界に於
ける自由性・自主性を尊重した上でＩＳＰは誇りある自主規制を実施している状況にあると考えられる中で、ＩＳＰ
が押しつけられたとも捉える可能性のある削除義務の明文化は慎重に取り扱う必要性があると思われる。又、
削除義務を明文化するなら、義務を負わないこととなる例外が規定されることになると考えられ、その規定が現
行条理的に捉えられている削除義務の要件を緩和する可能性もあることを懸念すべきと考えている。

ニフティ株式会社丸橋透氏（第３回プロバイダ責任制限法検証WGにおけるヒアリング）

（ＩＳＰ等の）作為（削除）義務の根拠は条理であるところ、ＴＶブレイク判決のように、侵害の主体と擬制（間接侵
害）されて差止請求が認められ、かつ、発信者としての作為の不法行為責任があると判断されることが懸念され
る。

３．見解



削除義務が生じる場合の明確化について③

立法時においては、裁判例の積み重ねが不足していること及び表現の自由等への配慮から、削除義務の明文化はなされなかった。

プロバイダ責任制限法が制定されて約１０年が経過し、裁判例も、特定の電子掲示板に関する事例が多いものの、１０件以上見受けられるようになった。し
かし、各裁判例を精査すると、プロバイダ責任制限法制定前から指摘されている「条理上の削除義務」という枠組みは維持されているものの、当該条理上
の作為義務が生じる根拠については、対象となる侵害行為の特徴やインターネット上の特性等に着目して綿密に検討している裁判例がある一方、被害者
救済に重点を置き、比較的ゆるやかに削除義務を認定した裁判例もあり、事例ごとの特性に合わせて条理上の削除義務を認定しているように見受けられ
る。そうすると、裁判例においても、論理一貫した基準が定立されているというわけではなく、権利侵害の態様、被侵害利益の性質、権利侵害がなされた場
の特性、管理者の立場及び認識の有無並びに削除の技術的可能性など、様々な要素を考慮した上、事例に応じた対応を行っていると評価することができ
ると思われる（なお同一事件であっても、地裁と高裁で判断基準が異なる事例も見受けられる。）。

このような判断方法は、削除義務が生じる場合につき、一義的に明確ではないものの、事例に応じた解決を目指し、柔軟に対処していると評価することもで
きることからすると、現状の裁判実務が妥当でないと言い切ることは困難である。

また、現行プロバイダ責任制限法が様々な事例を広く対象にしていることからすると、このような状況はある意味当然のことであるとも評価でき、インター
ネットにおけるサービスの発展に伴い様々な事例が生じ得る実態に柔軟に対応するためには、法律よりも、ガイドラインの運用に委ねた方が適切ともいいう
る。

このように、裁判例を見る限り、削除義務が生じる場合について法律上明示することが可能というほどではない状況であって、今後の裁判例の集積やガイ
ドラインの運用の推移を注視することが肝要である。なお、ガイドラインの運用については、看過し得ないほどの問題が生じたとの報告も見受けられず、お
おむね適正に運用されていると思われる。ただ、時代の推移により、ガイドラインの改訂等が必要と判断される事態が生じた場合には、ガイドラインの改定
も視野に入れた協議がなされることが望ましい。

他方、裁判例とは別に、あるべきプロバイダ責任制限法の姿として、一定の要件のもと、削除義務を明文化すべきであると考えることもできる。確かに、この
ような規定を設けることは、他人の権利侵害に対してこれを排除するという、インターネットの健全性に資する側面があることや、当該規定を根拠に、権利を
侵害された者が違法情報の削除を強く求めることが可能となるのかもしれない。

しかし、削除しなければならない違法情報については、（ヒアリングにおいて判明した限りではあるが）良心的なプロバイダ等においては、おおむね削除され
ているとも見受けられるし、他方、削除しなければならない事例は千差万別であり、これを一律に法律で「削除義務」という形で規定することが可能か、疑問
が残る。また、仮にできたとしても、削除義務が生じるか否かの要件の該当性につき、結局裁判所の判断を待たねばならず、要件該当性の判断が誤ってい
た場合、削除したことについてプロバイダ等が民事責任を追及される可能性が否定できない以上、プロバイダ等が積極的に削除に応じるか、未知数である。
さらに、立法時にも検討された、表現の自由の保障及又は被害者の救済の確保という側面に関する考察については、現時点でも妥当しており、状況が変
化したということもできない。

そうすると、明文化の可能性に疑問があること、仮に明文化しても実効性が伴うか未知数であること、表現の自由等への配慮が現時点でも当然に必要であ
ること、ガイドラインが策定され適正に運用されていることなどからすると、現時点で削除義務が生じる場合をプロバイダ責任制限法において明文化する必
要性が高いとまではいうことができないと考えるのが相当と思われる。

４．考え方（案）
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